
Free Software Foundation（FSF）のRichard

Stallmanは，その著書２）の中で「様々なアルゴ

リズムと機能をフリーソフトウェアに応用する

ことを二十年にわたって禁止できる特許権は，

まさに我われの前に立ちはだかる最大の脅威で

ある」と記しています。また，Linuxの生みの

親であるLinus Torvaldsも，ソフトウェア特許

に反対する主張を繰り返しています。特に欧州

で審議中の「コンピュータ実装発明の特許性に

関する指令案」に対しては，欧州議会議長宛に

ソフトウェア特許に対する反対を表明した公開

書簡３）を送ったり（2003年９月），「No Software

Patents」（NPS）４）のウェブサイト上で著名な

欧州OSS開発者らとともにソフトウェア特許を

批判する声明５）を発表する（2004年11月）など，

欧州のソフトウェア特許の動きに大きな影響を

与え続けています。その他のコミュニティの

OSS開発者もソフトウェア特許に反対の主張を
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論　　説

抄　録 ソフトウエア委員会では，オープンソースソフトウェア（Open Source Software. 以下
「OSS」）に関し，一昨年度に「オープンソースソフトウェアをめぐる諸問題」と題して，企業の知的
財産実務者向けにOSSに関する知識や問題点についての投稿を行いました。
その後，各方面から様々な情報が発信され，OSSのライセンスについてはある程度の理解が深まり

つつあります。そのような状況の中，OSSは急速に普及し，Linux OS等は数多くの製品に実装され
るようになってきており，OSSの製品への利用，特にOSSと特許との関係についてもさまざまな議論
がなされるようになってきています。
本稿は，各種のOSSライセンスにおける特許権の取扱いについて整理し，特に企業における知的財

産実務者が知っておくべきと思われる知識や問題点をできるだけ具体的に分かり易く説明するため
に，Q&Aスタイルで仮想事例を用いながらまとめたものです。
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ソフトウエア委員会＊

オープンソースソフトウェアの
特許に関する諸問題

Q1：最近，OSSと特許権に関するニュース

が増えてきました。OSSの各コミュニティの開

発者は，ソフトウェア特許について，どのよう

な考えを持っているのでしょうか。また，OSS

に係わる企業では，どのような考え方をとって

いるのでしょうか。

A1：OSSの各コミュニティの開発者らは，

総じてソフトウェア特許に否定的な考えを持っ

ているようです。例えば，GPL１）を管理する

1 ． OSSと特許の動向
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行っています６）。

一方，OSSに関係する企業の中でも，特許に

関する声明を発表する企業がでてきました。現

在のところ主に「OSSを保護するために特許を

取得する」という立場や「OSSの活動を支持し

自社特許を開放する」という立場があるようで

す。前者の立場を表明しているＡ社は，自社の

利益のためにまたオープンソース共同体を守り

拡大させるために，防御のためにソフトウェア

特許に対応するポートフォリオを開発するとい

う見解を示し，自社の特許を有するOSSを利用

している当事者に対しては，その特許権を行使

しないと約束しています。後者の立場を表明し

ているＢ社は，イノベーションとオープン・ス

タンダードを支援するために自社が保有する特

定のソフトウェア特許数百件をOSSに取り組む

個人及び団体が自由にアクセスできるようにす

ることを公約しました。今後，各企業から新た

な考え方が出てくる可能性もあり，ソフトウェ

ア特許に対する企業の考え方や取り組み方は三

者三様といえます。

Q2-1：はじめに，どの製品にどのOSSライ

センスが使用されているか教えてください

A2 - 1：「Mplayer（メディアプレイヤー）」

「Linux（OS）」「cdrtools（CD－R作成ツール）」

「MySQL（SQLデータベースサーバ）」では

GPLが使われています。「PHP（プログラミン

グ言語）」にはPHP licenseが使われています。

「Apache（WWWサーバ）」ではApache license

2.0あるいはBSD licenseが使われています。

「perl（プログラミング言語）」ではAristic

licenseが，「zlib（圧縮解凍ソフト）」ではzlib/

libpng licenseが使われています。

Q2-2：これらのOSSライセンスでの特許に

関する規定状況を教えてください

A2-2：これらのライセンスのうち，Apache

2 ． OSSライセンスでの特許規定の状況

license 2.0には特許に関する明確な規定があ

り，GPL, PHP license, BSD license, Aristic

license, zlib/libpng licenseには特許に関する規

定はありません。Apache license 2.0では，「配

布したプログラムに関する技術の特許について

は実施（プログラムの作成，使用，配布等）の

許諾を行う」旨が規定されています。ただし，

「配布されたプログラムに基づいて改変したプ

ログラム」に対してまで許諾をするか否かは規

定されていません。

このように，OSSライセンスには，特許に関

する規定があるものとないものが存在します。

OSI（Open Source Initiative）認定の54ライ

センス（2004年７月時点）７）について確認した

ところ，特許に関する規定があるものが24ライ

センス，規定がないものが30ライセンスとなっ

ています。また，特許に関する規定があるもの

でも内容については様々です。これについては

次章で詳しく説明します。

Q3：OSSライセンスの特許に関する規定に

はどのようなものがありますか？また，どのラ

イセンスも同じような内容なのでしょうか？

A3：OSSライセンスのうち特許関連の規定

を設けているライセンス（本章では，「ライセ

ンス」という。）では，どのライセンスも，その

ライセンスに基づき許諾されるプログラム（以

下，「対象プログラム」）を利用８）するために必要

最小限の範囲で特許実施が許諾されています。

一方で，許諾対象から除外される条件，第三

者権利が必要な場合の告知義務，許諾権利の終

了条件といった内容や，許諾対象の特許発明の

定義，許諾内容の規定の仕方などは，ライセン

スによって異なっていますので，使用するライ

センスでその都度確認する必要があります。

以下Q3-1～Q3-4では，特許関連の規定事項

の特徴的な点を解説します。

3 ．特許規定の一般的な内容
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Q3-1：ライセンスでは，具体的に特許に関

するどのような項目が規定されていますか？

A3 -1：各ライセンスでは，次の項目につい

てその全部又は一部を規定しています。

【規定項目】

① 許諾対象となる特許発明及びこれら特許

発明を実施できる範囲

② 対象プログラムに特許発明が実施されて

いることの告知要否

③ 対象プログラムに対してライセンシーが

特許権を主張した場合の扱い

④ 第三者が保有する特許権侵害への保証

各ライセンスでの規定内容を，表１に整理し

ましたので参照してください。

なお，特許の取扱いについて規定を設けてい

るライセンスには，基本とするライセンスから

派生し，ほぼ同様の内容・表現となっているラ

イセンスもあります（例；MPL→Sun, Nokiaな

ど）。表１では，ライセンス全体として内容が

重複しているライセンスをまとめており，また，

複数のバージョンがOSSライセンスとしてOSI

に登録されているものについては，最新のバー

ジョンを対象としました。

Q3-2（1）：ライセンスにおいて，許諾対象と

なる特許はどのように定義されていますか？

A3-2（1）：いずれのライセンスも，許諾対象

のPatent Claim（s）（以下，「特許」と表記しま

す。）は，ライセンサーが提供するプログラム

（対象プログラム）で実施され，ライセンサー

が許諾可能な特許としています。その規定は，

i）対象プログラムを利用すると侵害するこ

とになる特許（表１：パターン①，②：Apache，

CPL, MPLなど）

ii）対象プログラムで実施されている特許（表

１：パターン③～⑤：Apple, Open Softwareな

ど）

という形で定義されています。

また，許諾対象特許として，許諾された時点

で登録になっていない特許発明も許諾対象であ

ることを明記しているライセンス（Apple ,

MPLなど）もあります。

Q3-2（2）：それらの許諾される内容について

はどの様に規定されていますか？

A3-2（2）：各ライセンスでは，①対象プログ

ラムで実施されている特許発明を，②world-

wide, royalty-free, non-exclusiveに，③対象プ

ログラムを利用（製造，使用，販売，販売の申

込など）できる規定としています９）。

許諾される実施行為については，その対象が

ライセンス毎に異なります（表１「許諾される

実施行為」の項）。MPL, Reciprocal等では，実

施行為に幅をもたせた規定としていますが，

Apple，NASAなどでは実施行為が限定された

規定となっています。

また，大部分のライセンスでは，コントリビ

ュータ（対象プログラムを改変し，その結果を

配布する者）に対しても改変により対象プログ

ラムで実施されることになったコントリビュー

タ保有の特許をオリジナルと同様の条件で受領

者に許諾するように規定しています。

Q3-3：対象プログラムを改変しようと思い

ます。ライセンスの規定事項のうち特許に関し

てどのような点に注意したらよいでしょうか？

A3 -3：主に，次の３点です。ライセンスに

よっては規定されていない項目もありますし，

規定されている場合でもライセンス毎に規定内

容が異なります。

i）対象プログラムで実施されている特許の

利用についての制限，

ii）改変した結果，自己が保有する特許が実

施される場合の，自己特許の扱い，

iii）対象プログラムでの特許実施の告知

Q3-3（1）：改変に関しては，どのような範囲

で，ライセンサーが保有する特許を利用できま

すか？

A3-3（1）：受領した対象プログラムを改変な
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第
三
者
が
保
有
す
る
権
利
が
対
象
ソ
フ
ト
で
実
施
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
対
象
ソ
フ
ト
の
利
用
者
に
テ
キ
ス
ト
フ
ァ
イ
ル
な
ど
で
情
報
提
供
さ
れ
る
規
定
が
あ
る
。

注
ｈ
；
○
＝
頒
布
後
に
第
三
者
の
権
利
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
知
っ
た
場
合
に
，
妥
当
と
考
え
ら
れ
る
手
段
で
受
領
者
に
通
知
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
て
い
る
規
定
が
あ
る
。

注
ｉ
；
○
＝
自
動
終
了
，
△
＝
一
定
の
猶
予
期
間
経
過
後
に
自
動
終
了
，
－
＝
規
定
無
し

注
2-
1；
「
Y
ou
 m
ay
 u
se
, r
ep
ro
du
ce
, d
is
pl
ay
, p
er
fo
rm
, i
nt
er
na
lly
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is
tr
ib
ut
e 
w
it
hi
n 
Y
ou
r 
or
ga
ni
za
ti
on
, a
nd
 E
xt
er
na
lly
 D
ep
lo
y 
ve
rb
at
im
, u
nm
od
ifi
ed
 c
op
ie
s 
of
 t
he
 O
ri
gi
na
l 
C
od
e,
  
fo
r 
co
m
m
er
ci
al
 o
r 
no
n-
co
m
m
er
ci
al
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ur
po
se
s,

pr
ov
id
ed
 t
ha
t 
in
 e
ac
h 
in
st
an
ce
. 」

注
2-
2；
「
M
od
ifi
ca
ti
on
s 
an
d/
or
 L
ar
ge
r 
W
or
ks
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ay
 r
eq
ui
re
 a
dd
it
io
na
l 
pa
te
nt
 l
ic
en
se
s 
fr
om
 A
pp
le
 w
hi
ch
 A
pp
le
 m
ay
 g
ra
nt
 i
n 
it
s 
so
le
 d
is
cr
et
io
n.
」

注
2-
3；
訴
訟
相
手
が
A
pp
le
の
場
合
。
A
pp
le
以
外
の
利
用
者
，
コ
ン
ト
リ
ビ
ュ
ー
タ
を
相
手
と
す
る
場
合
に
つ
い
て
は
規
定
さ
れ
て
い
な
い
。

注
2-
4；
「
12
.（
c）
an
 a
ct
io
n 
fo
r 
pa
te
nt
 i
nf
ri
ng
em
en
t 
ag
ai
ns
u 
A
pp
le
」
に
は
，
対
象
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
特
許
侵
害
の
場
合
も
含
ま
れ
て
い
る
と
判
断
し
た
。

注
5-
1；
「
2.
1（
d）
：
no
 p
at
en
t 
lic
en
se
 i
s 
gr
an
te
d：
・
3）
fo
r 
in
fr
in
ge
m
en
ts
 c
au
se
d 
by
：
i）
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e 
m
od
ifi
ca
ti
on
 o
f 
th
e 
O
ri
gi
na
l 
C
od
e 
or
 i
i）
th
e 
co
m
bi
na
ti
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 o
f 
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e 
O
ri
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na
l 
C
od
e 
w
it
h 
ot
he
r 
so
ft
w
ar
e 
or
 d
ev
ic
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.」

注
7-
1；
「
A
ny
 p
at
en
t 
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ta
in
ed
 b
y 
an
y 
pa
rt
y 
co
ve
ri
ng
 t
he
 P
ro
gr
am
 o
r 
an
y 
pa
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 t
he
re
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t 
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e 
a 
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n 
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ov
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g 
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 」

注
9-
1；
「
5.
：
M
od
ifi
ca
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s,
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er
iv
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iv
e 
W
or
ks
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r 
an
y 
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or
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om
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ti
on
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C
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e 
w
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h 
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r 
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ch
no
lo
gy
 p
ro
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de
d 
by
 L
ic
en
so
r 
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 t
hi
rd
 p
ar
ti
es
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ay
 r
eq
ui
re
 a
dd
it
io
na
l 
pa
te
nt
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ic
en
se
s 
fr
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 L
ic
en
so
r 
w
hi
ch

L
ic
en
so
r 
m
ay
 g
ra
nt
 i
n 
it
s 
so
le
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is
cr
et
io
n.
」

注
10
-1
；
「
5.
0：
Y
ou
r 
E
xt
en
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on
s 
m
ay
 r
eq
ui
re
 a
dd
it
io
na
l 
pa
te
nt
 l
ic
en
se
s 
fr
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 L
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en
so
r 
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s 
w
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h 
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ay
 g
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n 
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cr
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io
n.
 」

注
10
-2
；
P
R
E
A
M
B
L
E
に
次
の
記
載
が
あ
る
。「
Y
ou
 m
ay
 n
ot
：
c.
 A
ss
er
t 
an
y 
pa
te
nt
 c
la
im
s 
ag
ei
ns
t 
th
e 
L
ic
en
so
r,
 o
r 
w
hi
ch
 w
ou
ld
 i
n 
an
y 
re
st
ri
ct
 t
he
 a
bi
lit
y 
of
 a
ny
 t
hi
rd
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ar
ty
 t
o 
us
e 
th
e 
L
ic
en
se
d 
So
ft
w
ar
e･
･･
･･
au
to
m
at
ic
al
ly

te
rm
in
at
e.
」
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どして利用するいくつかのパターンを図１に示

しました。ちなみに，ケースⅠは，改変せずにそ

のまま利用するパターンですので，いずれのラ

イセンスにおいても特許面の問題はありません。

しかし，ライセンスで許諾される特許は，

A3-2（1）で説明したように，対象プログラムで

実施されている特許発明とされています。従っ

て，原則として，発明の構成要素部分を含めて

改変し，その改変の結果について，対象プログ

ラムで実施されていない特許をライセンサーが

保有している場合には，その特許については個

別に許諾を受ける必要が生じます（図１のケー

スⅣ）。

図１のケースⅢのように，対象プログラムで

実施されている特許の技術範囲内で，特許発明

の構成要素の一部を改変した場合については，

ライセンスの趣旨などから新たに許諾を得る必

要性は低いと思われます。なお，Apple, Real

Networks, Reciprocalでは，「Modifications

may require additional patent licenses･･･」等

としています。また，MPLでは，「No patent

license is granted for infringements caused by

the modification of the Original Code」として

おり，図１のケースⅡ，Ⅲについても，ライセ

ンスに基づき許諾されているか否かの検討・確

認が必要です。

また，他のソフトウェアやハードウェアと対

象プログラムを組み合わせた場合は許諾対象外

としているライセンス（MPL, CPL, Jabber,

Real Networksなど）もあります。

さらに，MPLでは，①対象コードから削除

したコードで実施される特許，②対象コードか

らは分離して実施される特許，についても許諾

対象外であることを明示しています（図１のケ

ースⅤ，Ⅵ）。

Q3-3（2）：提供を受けた対象プログラムを改

変した場合に自社で保有する特許の扱いはどう

なりますか？
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a b c

ライセンスされるプログラム 

・受領したままで使用 
・他ソフトウェアと結合して使用 

・発明構成要素以外の部分を改変して使用 

a b x a,b,c,xは，特許発明の構成要素 ライセンサ保有特許；特許P１ 

・発明の構成要素を含めて改変した結果， 
　特許P２が実施されている 

・ライセンスされたプログラムで実施されて 
　いる特許P1を他のプログラムで実施する 
　（ライセンスプログラムは流用しない） 

・特許Ｐ１が実施されているモジュールを 
　取り出し，ライセンス条件が異なる他の 
　プログラムで利用する 

a b ca b c

a b ca b c

a b ca b c

a b ca b c

改変 

・発明の構成要素を含めて改変した結果， 
　特許P１が実施されている a b ca b c

許諾されている 対象のライセンス，利用形態により許諾されない場合も有りうる 許諾されていない 凡
例 

a b ca b c

c

x

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

Ⅳ 

Ⅴ 

Ⅵ 

特許P２ 

ライセンシによる利用形態 

図１　ライセンスプログラムで実施されている特許の利用条件
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A3-3（2）：改変した部分で自社保有特許を実

施している場合には，その実施している特許を

ライセンスに基づいて対象プログラムの利用者

に許諾することになります。

一方，対象プログラムの利用者にとっては，

提供を受けたプログラムで実施されていない特

許や，コントリビュータが対象ライセンスの拘

束から外れた場合（ライセンスの失効など）に

は，特許権を行使される可能性は残ります。

Q3-3（3）：実施の告知とはどのようなことで

すか？

A3-3（3）：一部のライセンス（Apple, Open

Soft等）では，対象プログラムで特許発明が実

施されていることを，テキストファイルなどに

明記して，利用者に告知することを義務付けて

います。

さらに，MPL等では，対象プログラムを利

用するにあたって，第三者の特許権が必要であ

ることを知った場合に，配布時にその旨を記載

したテキストファイルを添付すること，及び，

配布後に知った場合には，Web上の掲示板な

どを利用して配布済みの利用者に通知すること

を義務付けています10）。

Q3-4：対象プログラムを受領し，改変せず

に再配布する場合に，対象プログラムで実施さ

れている機能・構成が自分で保有している特許

の技術範囲に入っている場合も，その保有特許

をライセンスに基づき許諾したことになるので

しょうか？

A3-4：各ライセンスでは，Contribution又は

Modificationで実施されている特許をライセン

スに基づき，対象プログラム利用者に許諾する

よう義務付けています。このケースでは，改変

は行っていないので，配布するプログラムは基

本的に「Contribution」・「Modification」に該当

せず，保有特許を当該ライセンスにより許諾し

ていることにはならないと解釈できます11）。な

お，CPLでは，改変せずに配布する者も

Contributorと位置付けており，改変せずに配

布した対象プログラムで実施されている特許に

ついても許諾を義務付けていると解釈できます。

また，特許の許諾がライセンスで直接義務付

けられていなくとも，対象プログラム又はライ

センサーに対して，自社保有の特許権を行使す

ると当該ライセンス又はライセンスによる特許

権許諾が失効される規定が設けられています

（表１参照）（除く，NASA）ので，受領した対

象プログラムをそのまま再配布する場合でも，

自己保有特許の権利行使と対象プログラムのラ

イセンスいずれかの選択を迫られることになり

ます。

Q4：OSSライセンスの中には，特許に関す

る規定があるものと全く存在しないものがあ

り，なおかつ，特許に関する規定があるもので

も，その規定内容が異なることも理解しました。

このような各ライセンスの規定内容の違いに伴

って，配布者等に課される義務に対するリスク

の違いにはどのようなものがあるのでしょうか。

A4：上述のように特許に関する規定がある

OSSライセンスと一口に言っても，その基本思

想が様々であるために，配布者等に課される特

許許諾に関する義務の内容が全く異なる場合が

あります。この配布者等に課される特許許諾の

義務について特徴的な例として，Common

Public License（以下，「CPL」といいます）と，

OCLC Research Public License（以下，「OCLC」

といいます）を見ていきましょう。

（1）Common Public License（CPL）

CPLは，「コントリビュータ」に，「コントリ

ビューション（当該コントリビュータがなした

プログラムへの変更・追加）」を追加した場合

に，コードの受領者に対して一定の特許権を許

諾することを義務付けています。

4 ．規定内容の特徴的な例
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しかし，コントリビュータが許諾しなければ

ならない特許は，コントリビュータが許諾可能

な特許のうち，コントリビューション又はコン

トリビューションと元のプログラムの組み合わ

せを使用等することによって必然的に侵害する

ものに限定されています（CPLの第一条第三パ

ラグラフ）。従って，コントリビュータが保有

するすべての特許について許諾しなければなら

ないわけではないのです。

また，CPLの第二条（b）に規定されている許

諾の対象は，コントリビューションと，「コン

トリビュータがコントリビューションを追加し

た時点」でのコントリビューションと元のプロ

グラムの組合せのみです。つまり，コントリビ

ューションが追加された以降に第三者によって

プログラムが変更され，そこで初めてコントリ

ビュータの特許権を侵害するようになった場合

は，そのコントリビュータは自己の特許権を行

使することができると解釈できます。したがっ

て，コントリビュータは，自己に課される特許

許諾に関する義務について，自己がコントリビ

ューションを追加する時点のプログラムをリス

ク調査すれば，調査の目的はほぼ達成されると

いえるでしょう。

また，ハードウェアは特許許諾の対象となら

ないことも明記されており，配布者等の特許許

諾の義務範囲が不用意に拡大されないような措

置がされています。

そして，CPLには，以上に挙げたもの以外の

組合せは，たとえそのコントリビュータのコン

トリビューションを含むものであっても特許許

諾の対象とならない旨が明記されており，この

点においても，CPLは予測可能性が高く，企業

はリスク管理がしやすいといえるでしょう。

（2）OCLC Research Public License（OCLC）

一方，OCLCについては，ライセンス対象の

プログラムに関係する，いずれかの当事者によ

って取得されるすべての特許について，あらゆ

る第三者の使用を認めることが義務づけられて

います（OCLCの第六条第三パラグラフ）。当

事者が許諾しなければならない特許の対象およ

び許諾範囲は，文言上はほとんど限定されてい

ません。また，ここでいうプログラムは，オリ

ジナル・コードとすべての変更を指すと定義さ

れています（OCLCの第一条）。

その結果，一旦OCLCの下でコードを配布し

てしまうと，配布者等は，そのコードを含むプ

ログラムについてはいかなる権利行使もできな

くなると解釈されるかもしれません。例えば，

配布されたコードと全く関係がない配布者の保

有する特許を侵害するプログラムについて，侵

害者が配布コードを含めることによって，配布

者の権利行使を不可能にしてしまう可能性が全

くないとは言い切れません。

OCLCのような例は極端ともいえますが，

OSSライセンスを使用する場合は，自己に課さ

れることとなる特許許諾の義務の内容も十分に

検討し，自社のポリシーと適合するかどうかを

確認することが，リスク管理の観点から必須で

あるといえるでしょう。

Q5：特許規定のないライセンスの場合，ソ

フトウェアの使用等と特許権との関係について

どのように考えたらいいでしょうか？

A5：一般的なソフトウェアライセンス契約

で特許権に関する規定がない場合とOSSライセ

ンスの場合について考えてみます。

（1）一般的なソフトウェアライセンス契約の

場合

ソフトウェアが配布される場合，配布された

ソフトウェアをコンピュータにインストールす

ることやインストールしたソフトウェアの使用

を許諾するソフトウェアライセンス契約（ソフ

5 ．特許規定のないライセンス
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トウェア使用許諾契約）がソフトウェアの配布

者と受領者との間で締結されることは少なくあ

りません（シュリンクラップ契約やクリックオ

ン契約等とよばれる形式の場合も含まれます）。

そして，このような契約ではソフトウェア配布

者が保有する特許権の扱いについて明示的な規

定がない場合も少なくありません。

では，このようにライセンス契約に特許権の

許諾に関する条項がない場合，ソフトウェアと

当該ソフトウェア配布者の特許との関係をどの

ように考えるべきでしょうか。

図２に示すようなソフトウェアＳの配布者で

ある特許権者Ｘ（特許権ｘ）とソフトウェア受

領者Ａ及びソフトウェア受領者Ａからの転得者

Ｂ（Ｘから直接許諾を受けていない）との間の

特許権ｘの扱い，すなわち，ＸがＡ及び/又は

Ｂに対して特許権ｘを行使できるか否かについ

て検討してみます。なお，ここでは特許権ｘの

取扱いのみについて検討し，特許権者Ｘとソフ

トウェア受領者Ａ間の契約関係・契約違反等に

ついては特に考慮しないものとします。

① 特許権者Ｘとソフトウェア受領者Aとの

関係

①－１　ＡがソフトウェアＳをコンピュータ

にインストールして使用する行為

受領者ＡがソフトウェアＳをコンピュータに

インストールして使用する行為自体に対し，そ

正当入手 

譲渡 

特許権者Ｘ 

ソフトウェア 
受領者Ａ 

インストール 
使用 

PC or 記録媒体 転得者Ｂ 

図２　ソフトウェアと当該ソフトウェア配布者の 
　　　特許との関係 

れがソフトウェアライセンス契約で許諾されて

いる範囲である限り，特許権者Ｘは特許権ｘを

Ａに対して行使することは難しいものと考えら

れます。そもそも，ＸがＡに対してソフトウェ

アＳの使用を許諾している以上，それと矛盾す

る行為となる特許権ｘの行使は信義則上許され

ないと考えられ，黙示的に許諾されているとも

考えられるからです。

①－２　ＡがソフトウェアＳの格納された記

録媒体（CD－ROMディスク等）をＢに譲渡す

る行為

一般的に，ＸがＡにソフトウェアＳが格納さ

れた記録媒体を譲渡することで特許権ｘは消尽

していると考えられるため，Ａがソフトウェア

Ｓ（Ｘから譲受された記録媒体等）を許諾なき

Ｂに譲渡することは消尽後の行為で適法なもの

と考えられています。従ってこのような場合に

Ｘが特許権ｘをＡに対して行使するのは難しい

ものと思われます。

なお，ソフトウェアライセンス契約にソフト

ウェアＳの譲渡禁止条項がある場合はライセン

ス契約違反になる可能性はあります。

また，ＡのコンピュータにソフトウェアＳが

インストールされた状態のまま前述の記録媒体

をＢに譲渡する行為は特許権者が意図した許諾

範囲から外れるものなので，Ｘは特許権ｘの行

使が可能であるとの考え方もあります12）。

（2）ソフトウェアがOSSライセンス下で配布

されたものである場合

ソフトウェアがOSSライセンス下で配布され

ている場合，当該ソフトウェア（プログラム）

自体の複製・使用・配布・改変は，一般的に許

諾されています。一定範囲での使用及び複製の

みが認められる場合が多い市販のソフトウェア

と異なり，配布や改変が大きく認められている

点がOSSライセンスの特徴といえるでしょう。

前述したとおり，いくつかのライセンスでは，
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特許に関する規定がありますので，許諾範囲も

ある程度明確です。ただ，GPLのように特許の

許諾に関する規定がないOSSライセンスも多数

ありますので，そのようなOSSライセンスでの

特許の許諾に関しては難しい問題が生じます。

特に，ＡがソフトウェアＳを改変（ソフトウェ

アＳ＋α）し，初めて特許権ｘとソフトウェア

Ｓ＋αとが抵触することになる場合に，どのよ

うに考えるか議論の分かれるところです。

この点を含め，次章でその具体例を検討して

みます。

Q6-1：Ｘ社がGPLで配布したソフトウェア

をそのまま自社の製品に流用して配布したとこ

ろ，Ｘ社がそのソフトウェアに関する特許を持

っていることが分かりました。Ｘ社から特許権

を行使されることはあるのでしょうか。

A6 -1：Ｘ社の配布したソフトウェアに特許

の構成要件がすべて含まれているなら，権利行

使されることはないといえるでしょう。例えば，

次のようなケースを考えます。（図３－１）

・Ｘ社がA＋Ｂ＋Ｃを構成要件とする特許権

を保有している。

・Ｘ社は，GPLの下でA＋Ｂ＋Ｃを構成要素

として全て含むソフトウェアＳを配布して

いる。

・Ｙ社は，ソフトウェアＳをそのまま流用し

て製品ｙを配布した。

構成要件 
：Ａ 

Ｘ社特許 

構成要件 
：Ｂ 

構成要件 
：Ｃ 

Ｙ社製品 ｙ Ｘ社製品 ｘ 

流用 

ソフト 

GPLで 
配布 

構成要件 
：Ａ 

構成要件 
：Ｂ 

構成要件 
：Ｃ 

構成要件 
：Ａ 

構成要件 
：Ｂ 

構成要件 
：Ｃ 

流用 

流用 

図３－１ 仮想ケース（1） 

ソフト 

6 ．特許規定のないライセンスの具体例

GPLでは，特許権については明確に規定して

いませんが，当該ソフトウェアＳの複製，改変，

再配布を許諾しているわけですから13），A5（1）

の一般的なソフトウェアのライセンス契約と同

様に，Ｙ社がGPLに従って製品ｙを配布してい

る限り，Ｘ社が特許権を行使するのは難しい

（信義則上許されない，あるいは黙示的に許諾

されている）ものと考えられます。

仮に，特許権を行使される恐れがあるとした

ら，GPLで複製，改変，再配布が許諾されてい

るにもかかわらず再配布すらできないことにな

り，ソフトウェアの流通そのものが妨げられる

ことになってしまいます。

以上は，GPLを前提に説明しましたが，GPL

以外の他のOSSライセンスについても同じよう

に考えることができます。

Q6-2：Ｘ社からGPLで配布されたソフトウ

ェアＳに機能を追加して再配布しようとしたと

ころ，追加した機能に関して，著作者であり配

布元のＸ社が特許権を取得していることが分か

りました。Ｘ社から特許権を行使される可能性

はあるのでしょうか。

A6 -2：権利行使されるという考え方と権利

行使されないという考え方など様々あり，一概

に結論を出すことはできないというのが現状で

す。

次のようなケースで，Ｚ社は，Ｘ社から特許

権Ｂ＋Ｃについて権利行使されるかを考えてみ

ます。（図３－２）

・Ｘ社はＢ＋Ｃを構成要件とする特許権を保

有している。

・Ｘ社はソフトウェアAをGPLで配布した。

・Ｙ社は構成要素Ｂ＋Ｃを追加してソフトウ

ェアA＋Ｂ＋Ｃを配布した。

・Ｚ社は受け取ったソフトウェアA＋Ｂ＋Ｃ

をそのまま自社の製品に流用して配布し

た。
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権利行使される可能性があるという考え方

は，Ｘ社がソフトウェアＡをGPLでの下で配布

したとしても，配布されたＡにその構成要件Ｂ，

Ｃを全く含んでいない特許権Ｂ＋Ｃについてま

でも許諾されていると見なすことは難しいとす

るものです。あくまでもＸ社自身が最初に配布

したソフトウェアＡを基準に，権利行使できな

い範囲を考えるのが妥当だとする考えです。

一方，権利行使される可能性は少ないとする

考え方は，ソフトウェアＡ＋Ｂ＋Ｃもソフトウ

ェアＡの改変物と見なせるとの考えに基づくも

のです。すなわち，GPLでは配布したソフトウ

ェアの著作権に基づく改変を許諾しており，Ｙ

社が配布したソフトウェアＡ＋Ｂ＋Ｃはソフト

ウェアＡの改変物（派生物）と見なせるので，

Ｘ社が配布したソフトウェアＡに特許権の構成

要素Ｂ，Ｃを全く含まないとしても，Ｘ社は権

利行使することが許されないとするものです。

ただし，ソフトウェアＡ＋Ｂ＋Ｃは，必ずし

もGPLにおけるソフトウェアＡの派生物とはい

えないので，Ａの派生物といえるか否か（派生

物の解釈）によって権利行使される可能性も違

ってくるとする考え方もあります。

Q6-3：Q6-2では派生物の解釈がポイントに

なるようですが，GPLにおける派生物について，

もう少し詳しく教えてください。

A6 -3：GPLにおける派生物については，そ

Ａ Ｘ 
社 

Ｙ 
社 

Ｚ 
社 

Ｃ 

Ｘ社特許 

Ａ 

Ｂ 

GPL配布 

GPL配布 

図 ３－２ 仮想ケース（2） 

Ｃ Ｂ 

の範囲や解釈が明確でないとの指摘もあるた

め，派生物に該当するか否かについては慎重な

検討が必要といわれています。

すなわち，GPLではその適用対象が「プログ

ラム」及び「『プログラム』を基にした著作物

（派生物）」と規定されていますが，この「派生

物（derivative work）」の範囲に対するFSFの

考え方14）が，多くの国の著作権法における派生

物や二次的著作物よりも広い概念だと言われて

います。

また，GPLの対象範囲が，契約法理に従って

独自にその範囲を定めたものと解釈すべきか，

それとも著作権法上の解釈の指針を示そうとし

たものか，という論点も指摘されています。

例えば，ライブラリがGPLの下で公開されて

いる場合に，そのライブラリを利用するプログ

ラムの例について考えてみると，日本の著作権

法上での解釈では，リンクすることをもって，

リンク元のアプリケーションが，リンク先の

GPLライブラリの「二次的著作物」であると評

価することは一般的には困難と考えられます15）。

一方，FSF FAQでは，実際に実行されるプロ

グラムはライブラリを含んでいることを挙げて

GPLを適用しなければならないとしています。

Q6-4：Q6-2のようなケースは，他のOSSラ

イセンスでも同じですか。

A6 -4：GPLと同じように，特許について明

確な規定のないOSSライセンスについては，

GPLに準じて考えることができます。

しかし，特許についての規定のあるライセン

スでは，GPLとは異なる考え方になる可能性も

あるので，各ライセンスの内容を必ず確認する

ことが重要です。

例えば，前出のCPLでは，A4（1）のとおり，コ

ントリビューションが追加された以降に第三者

によってプログラムが変更され，そこで初めて

コントリビュータの特許権を侵害するようにな

った場合は，そのコントリビュータは自己の特
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許権を行使することができると解釈できます。

従って，Q6-2のようなケースでは，Ｘ社は特

許権Ｂ＋ＣをCPLに基づいて許諾していると考

えることは困難であり，Ｘ社は権利行使できる，

Ｚ社は権利行使される可能性があると考えられ

ます。

以上のように，OSSライセンスに規定された

特許に関する項目，内容は，各々のライセンス

によって異なっています。

また，GPLのように特許の取扱いに関して何

ら規定されていないものは，派生物の考え方次

第で許諾範囲の解釈が異なるといえ，上述した

ように極端な解釈をした場合には，GPLで配布

したプログラムを一部でも含んでさえいれば，

いかなる特許でも許諾されたものと考えること

も不可能ではないといえます。

このように，OSSを製品に利用する場合には，

特許の観点においても，利用するOSSのライセ

ンスに書かれている内容を十分に理解し，展開

する製品のビジネスに対する影響を考慮して，

その利用の可否や利用の形態について十分な検

討をする必要があるといえます。

［補足］１章で言及した欧州の「コンピュー

タ実装発明の特許性に関する指令案」は本稿執

筆後，2005年７月６日に欧州議会で否決されて

います。
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1） http://www.gnu.org/licenses/gpl.ja.html

2） 「GNUシステムとフリーソフトウェア運動」
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ce_Web_Version/chapter05/chapter05.html
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4） ソフトウェア特許に反対するキャンペーン団体
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8） 本稿では，対象プログラムの「利用」とは，use,

sell, offer for sell, distribute, reproduce, make,

have madeなどライセンス毎に定義されている

行為を指している。

9） 例えば，Apache License 2.0では，次のように

規定されている。（下線は，筆者）

Subject to the terms and conditions of this

License, each Contributor hereby grants to

You a perpetual, worldwide, non-exclusive, no-

charge, royalty-free, irrevocable（except as

stated in this section）patent license to make,

have made, use, offer to sell, sell, import, and

otherwise transfer the Work,（以下省略）

10） MPL，Jabber等では，自己の特許についての告

知を義務付ける規定をしていないが，「第三者」

の一部として自己も含めて処理する必要がある

かもしれない。

11） Apacheでは派生物のうちライセンサーに提供さ

れたものを（特許許諾対象である）Contribution

としており，本ケースの場合，明らかに許諾対

象外と判断できる。

12） 同旨，平成十年度ソフトウエア委員会「プログ

ラムを記録した記録媒体の実施に関する問題点

の検討」パテント52巻８号29頁（1999），古谷栄

男「特許権の消耗と黙示の許諾」知財管理53巻

１号35頁（2003）

13） 知財管理, vol.54. No.３, pp449～460

14） http://www.gnu.org/licenses/gpl-faq.html（英語），

http://www.gnu.org/licenses/gpl-faq.ja.html（邦訳）

15） http://www.meti.go.jp/kohosys/press/0004397/
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